
【Ⅰ．主な取り組み】

【Ⅱ．目標指標】
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【Ⅲ．指標による評価】
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施策評価調書（４年度実績）
施策コード Ⅰ－５－（１）

政策体系

　施策名　犯罪に強い地域社会の確立 所管部局名 警察本部 長期総合計画頁

暴力団等組織犯罪対策の推進

取組№ ⑤ ⑥

47

　政策名　安全・安心を実感できる暮らしの確立 関係部局名 警察本部、生活環境部

取組№ ① ② ③ ④

取組項目 犯罪被害者等の支援施策の推進 再犯の防止等に関する施策の推進

指　　　　標
関連する
取組№

基準値 ４年度

取組項目 安全･安心なまちづくりの推進
子ども・女性・高齢者を

犯罪被害から守る取り組みの強化
犯罪検挙対策の推進

特殊詐欺被害件数（件以下） ①②③ H26 186 104

評価 理　　　　由　　　　等

目標達成度（％）

年度 基準値 目標値

刑法犯認知件数（件以下） ①②③ H26 5,384 3,010

平均評価

達成
　地域の犯罪情勢等を分析の上、地域実態に即した効果的な犯罪防止対策を推進するとともに、関係機関・団体及び防犯ボランティア等の活性化に向
けた各種支援活動及び街頭防犯カメラの設置促進など防犯環境の整備を推進した結果、目標値を達成した。

概ね
達成

著しく不
十分

　コールセンターによる注意喚起や全市町村と連携した「被害防止機能付電話機」の購入補助、「特殊詐欺被害防止啓発ソング」や特殊詐欺の手口を
紹介する動画「大分おかし話」等を活用したテレビCMやWeb広告による広報啓発、電子マネー販売時の注意喚起ふせんの県下全コンビニ配布等の各
種対策を推進したものの、パソコンサポート名目や当選金等受取名目で架空料金を請求する詐欺被害が増加し、目標値を達成できなかった。



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】

①②

③

⑤

⑥

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

取組
№

指標以外の観点からの評価
取組
№

事業名（４年度事業）
事務事業評価

 成果指標の達成率（％） 掲載頁

①

・R4年中、「まもめーる」で、声掛け事案や特殊詐欺の被害発生情報等を
617件配信し、県民の防犯意識向上と犯罪の未然防止を図った。
・街頭防犯カメラを22団体67台、青色回転灯防犯パトロール車のﾄﾞﾗｲﾌﾞﾚｺｰ
ﾀﾞｰを12団体15台設置補助し、地域を見守る力の向上を図った。
・子ども達の安全確保を図るため、「こども連絡所」に「カラーコーン」と「のぼ
り旗」（計2,500箇所）を設置し、子ども達が駆け込みやすい環境づくりを進め
た。

①
安全・安心まちづくり連携推進事業 99.2 88

地域防犯力強化育成事業 107.2 88

地域見守り力向上事業 107.2 88

②
特殊詐欺等被害防止対策推進事業 29.8 89

特殊詐欺等水際対策強化事業 29.8 89

91

③
・事件発生時における迅速・綿密な現場鑑識活動及びDNA型鑑定等最新
の科学捜査力の積極的な活用により、殺人・強盗等の重要犯罪の検挙率
はR4年中92.6％であり、全国平均（87.6％）を上回った。

②

・R4年特殊詐欺被害総額は、約2.2億円と昨年より約1.4億円増加した。
・特殊詐欺被害防止対策として、全市町村と連携して、「特殊詐欺被害防止
機能付電話機」の導入への支援を行い、R4年度は高齢者世帯に963台設
置した。

県民の安全を守る人的基盤強化事業 69.2 90

犯罪被害者等支援推進事業 102.5 90

青少年健全育成対策事業 －

B

・関係機関・団体及び防犯ボランティア等との協働により、街頭防犯カメラ等防犯環境の整備を図るなど、安全・安心なまちづくりを推進する。
・子どもや女性を性犯罪等の被害から守るため、県下の声掛け事案等の前兆事案を早期に集約・分析し、「まもめーる」により、地域の安全情報を発信する。
・次々と手口が進化・巧妙化する特殊詐欺の被害を防止するため、テレビ、ラジオ、新聞、Web等によるタイムリーな注意喚起や特殊詐欺被害防止機能付電話機の更なる
導入促進に加え、県警Twitterを活用した情報発信（特殊詐欺手口の紹介等）を積極的に行うとともに、大分駅前交番に設置予定の大型ビジョンを活用した広報啓発、民間
業者に委託して行うATMの警戒業務など、水際防止対策に取り組む。
・重要犯罪を早期検挙するため、事件発生と同時に大量の捜査員を現場に投入するとともに、現場鑑識を徹底するなど、さらに迅速・的確な初動捜査を実施する。
・さらなる暴力団排除機運の醸成を図るため、暴力団排除条例や暴力団対策法等の効果的な運用により、社会が一体となった暴力団排除活動を推進する。
・犯罪被害者等の置かれている状況の理解を深め、被害者等の二次的被害の防止を図るとともに、援助を必要とする人に寄り添い支援するため、相談体制の強化や経済
的負担の軽減を図る。

○第3回豊後大野警察署協議会（R4.12）
・特殊詐欺について、怪しいメールが頻繁に送られてくる。SNSを使っている子ども達にも分かるよう
な特殊詐欺の広報もして欲しい。

○第3回佐伯警察署協議会（R4.12）
・特殊詐欺被害防止対策を効果的に浸透させる広報媒体・方法等について、SNSやTwitter
などで被害事例を発信することが効果的ではないか。

総合評価 施策展開の具体的内容

④

・R4年度中、社会全体における暴力団排除意識の高揚を図るため、各種業
界を対象に開催する不当要求防止責任者講習会を31回開催し、企業や団
体の責任者973人に暴力団情勢や不当要求による被害を防止するために
必要な対応要領等の講習を行った。

⑤

・R4年中、犯罪被害者等の精神的・経済的支援のため、153事件の犯罪被
害者等に対し、ニーズに即した情報提供や被害者支援を実施した。また、
診断書料等の公費負担については、269件実施した。
・犯罪被害者等支援コーディネーターを設置し、市町村からの相談（42件）、
犯罪被害者からの相談（延べ169件）を受けるなど、犯罪被害者等への支援
を行った。

⑥

・「再犯防止推進計画」に基づき設置した幹事会及び協議会において、参考
指標等により、目標達成に向けた進捗状況を把握。課題や情報等を共有し
た上で、関係機関等が連携し、犯罪を犯した人の社会復帰に向けた支援や
再犯者率を下げるための各種施策を推進した。


